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１．プロジェクトの概要 

概   要 

実施期間 

予算総額 

実  施  者 

統括責任者 

平成２３年度～平成２９年度 （７年間） 

１９．２億円（委託）（平成２３年度～平成２５年度） 
（平成２３年度：2.5億円 平成２４年度：7.5億円 平成２５年度：9.2億円） 

国立大学法人 東京大学 

影山和郎  東京大学 工学系研究科技術経営戦略学専攻（教授） 
 

炭素繊維製造時の消費エネルギー消費量・CO2排出量の半減
及び生産性の大幅向上(大量供給)を実現する、新たな炭素繊維
製造プロセスに必要な基盤技術を確立する。 

プロジェクト 
リーダー 

羽鳥浩章  産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 
（総括研究主幹） 
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 軽量・高強度の特徴を持つ炭素繊維は、自動車等の輸送機器の材料として利用することにより大
幅な燃費向上が可能となる等、低炭素社会の実現に貢献できる画期的な素材であり、今後の大幅
な需要拡大が期待されている。しかしながら、現在の炭素繊維の製造プロセスでは、消費エネギー
及びCO2排出量が大きく、生産性の向上も困難であることが課題となっている。  
 本事業は、我が国の炭素繊維の国際優位性を維持し、かつ、国内における炭素繊維の利用産業
の競争力強化を図っていくため、環境負荷が少なく、かつ、生産性が大きく向上する新たな炭素繊維
製造プロセスの基盤技術の研究開発を実施する。 

２．プロジェクトの目的・政策的位置付け 
（１）目的 

用途別全体需要予測 

PAN（Polyacrylonitrile）系炭素繊維（レギュラートウ）
生産能力（トン／年） 

※業界情報に基づき経済産業省作成 

生産能力（合計）： 
 57,450トン/年 

（出所）繊維ハンドブック2013 日本化学繊維協会 



4 ２．プロジェクトの目的・政策的位置付け 

（ⅰ）「技術戦略マップ2010」ナノテクノロジー・部材【ファイバー分野】において、先端素材の開発「製
造プロセスの省エネルギー・低コスト化等の研究開発」に該当する。 

出展：技術戦略マップ2010ナノテクノロジー・部材 
【ファイバー分野】ファイバー分野の導入シナリオ 

（２）政策的位置づけ 
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（ⅱ）「省エネルギー技術戦略2011」において、産業部門の重要技術「省エネプロダクト加速化技術-
炭素繊維・複合材料製造技術）に該当する。 

 出展：省エネルギー技術戦略2011 
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 出展：省エネルギー技術戦略2011 



7 （ⅲ）「環境エネルギー技術革新計画」において、革新的技術の短中期技術に該当する。 

 出展：環境エネルギー技術革新計画（平成２５年９月 内閣府：総合科学技術会議） 
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 出展：環境エネルギー技術革新計画（平成２５年９月 内閣府：総合科学技術会議） 
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３．目標 
 

要素技術 
 

目標・指標 
 

妥当性・設定理由・根拠等 

新規炭素繊維前駆体化合物の
開発 

 

 

 

 

 

炭化構造形成メカニズムの解明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炭素繊維の評価手法開発、標準
化 

 

新たな炭素繊維前駆体（候補物質）の効
率的な合成プロセス技術を確立し、新た
な炭素繊維前駆体（候補物質）を開発す
る。目標とする炭素繊維の特性は、引張
弾性率170GPa、破断伸度1.0%とする。 
 

 

 

①新規炭素繊維前駆体による炭化構造
形成メカニズムを解明する。 

②新規炭素繊維前駆体から、炭素繊維
の製造が可能となるマイクロ波等による
炭化の基盤技術を確立する。目標とする
炭素繊維の特性は、引張弾性率170GPa、
破断伸度1.0%とする。 

③現行炭素繊維製造方法により得られ
る汎用炭素繊維と同等の表面特性を有
する炭素繊維の製造が可能となるプラ
ズマ等による炭素繊維の表面処理の基
盤技術を確立する。目標とする表面特性
は、X 線光電子分光法により測定される
炭素繊維の表面酸素濃度O/Cが0.05 以
上0.40 以下であることとする。 
 

単繊維炭素繊維の横方向圧壊試験、曲
げ試験、ねじり試験方法の素案を作成す
る。また、単繊維による熱膨張率計測試
験装置を試作する。さらに、熱可塑性樹
脂との界面接着特性を評価する複数の
手法について比較検討を行う。 

耐炎化工程を必要としない新規前駆体を用いて、現行の汎用PAN
系炭素繊維と同等以上の特性（引張弾性率235GPa、破断伸度1.5%)
をもつ最終製品を得る研究開発の過程として、PAN系炭素繊維の開
発初期の性能値を中間目標として設定した。新規前駆体化合物に
ついても、この中間目標値を達成することができれば、紡糸条件、
焼成条件の改良により、現行のPAN系炭素繊維と同等の性能を有
する炭素繊維を得ることが可能である。 

  

①新規炭素化技術の開発においては、焼成工程の最適化を効率的
に進めるため、炭素化過程での物性変化等の炭化構造形成メカニ
ズム解析が必須となる。 

②上記前駆体開発と同様に、PAN系炭素繊維の開発初期の性能値
を中間目標として設定した。この中間目標値を達成することができ
れば、焼成条件の改良により、現行のPAN系炭素繊維と同等の性
能を有する炭素繊維を得ることができる。 

③樹脂界面接着性を決める主要因は酸素を含む表面官能基の量
であることから、現行のPAN系炭素繊維製品で適正とされる表面酸
素濃度を目標値として設定した。 

 

 

 

 

 

現在、炭素繊維の材料力学的特性等の評価手法は、引張試験、密
度測定試験、直径計測試験がISOおよびJISに標準化されている。
一方、炭素繊維が熱可塑性樹脂をマトリックスとする不連続繊維強
化複合材料などの補強材として幅広い用途に使用されていくために
は、圧縮、ねじり、曲げといった力学特性、熱膨張率、樹脂界面接着
性を一定基準の下、評価することが求められ、 また評価技術や
データベース等を確立する必要がある。 
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４．成果、目標の達成度 
 

要素技術 
 

目標・指標 
 

成  果 
 

達成度 

新規炭素繊維前駆体化合物の
開発 

 

 

 

 

炭化構造形成メカニズムの解明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炭素繊維の評価手法開発、標
準化 

新たな炭素繊維前駆体（候補物質）の効
率的な合成プロセス技術を確立し、新たな
炭素繊維前駆体（候補物質）を開発する。
目標とする炭素繊維の特性は、引張弾性
率170GPa、破断伸度1.0%とする。 
 

 

①新規炭素繊維前駆体による炭化構造
形成メカニズムを解明する。 

②新規炭素繊維前駆体から炭素繊維の
製造が可能となるマイクロ波等による炭化
の基盤技術を確立する。目標とする炭素
繊維の特性は、引張弾性率170GPa、破
断伸度1.0%とする。 

③現行炭素繊維製造方法により得られる
汎用炭素繊維と同等の表面特性を有する
炭素繊維の製造が可能となるプラズマ等
による炭素繊維の表面処理の基盤技術を
確立する。目標とする表面特性は、X 線
光電子分光法により測定される炭素繊維
の表面酸素濃度O/Cが0.05 以上0.40 以
下であることとする。 
 

単繊維炭素繊維の横方向圧壊試験、曲
げ試験、ねじり試験方法の素案を作成す
る。また、単繊維による熱膨張率計測試
験装置を試作する。さらに、熱可塑性樹脂
との界面接着特性を評価する複数の手法
について比較検討を行う。 

前駆体候補物質の絞り込みの結果、単糸引張試験
において、平均引張弾性率が180GPa、平均破断伸
度1.1％の炭素繊維が得られるなど、有望な前駆体
繊維を見出した。 

 
 

 

PAN系前駆体を用いた耐炎化糸を使用したマイクロ
波炭素化実験において、工業炉で炭素化した製品と
同等の単糸引張特性（平均引張弾性率197GPa、破
断伸度1.7％）を示す炭素繊維の製造に成功した。加
えて、同焼成工程の安定化に必要な技術の検討を
行い、シミュレーションによるマイクロ波炭素化過程
の解析手法の開発や、同炭素化過程における誘電
率等の物性変化の把握を経て、本技術の問題点を
抽出し、解決策を見出した。 

表面処理技術については、極めて短時間で目標とす
る表面特性を達成できるプラズマ処理技術の開発に
成功した。 

 

 

 

横方向圧壊試験、曲げ試験およびねじり試験方法に
ついては、試験方法を確立し、年度末までに試験規
格素案の作成を完了する予定である。熱膨張率計測
装置は、試作を完了し、より簡便な計測装置の作製
に向けて改良を行っている。熱可塑性樹脂との界面
接着性については、3種類の手法について比較検討
を実施した。 

 

達成 

 

 

 

 

 

達成 

 

 

 

 

 

 

 

達成 



Ｈ23年度～27年度 
 

Ｈ28年度～ 
 

：インプット（投入資源） 
：アクション（実施） 
：アウトプット（成果） 
：直接カスタマー 
：アウトカム 
：インパクト 
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５．事業化、波及効果 
 ①事業化 

中期のアウトカム・インパクト 本事業による 
直接アウトカム 
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５．事業化、波及効果 
 ②波及効果 
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６．研究開発マネジメント・体制等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施場所 : 東京大学（集中研 : 文京区本郷） 

実施者 : 東京大学 

    統括責任者 : 影山 和郎 （東大 教授） 

      （産総研、炭素繊維メーカーから研究者を派遣（出向等）） 

PL   :（独）産総研 羽鳥 浩章 （工学博士） 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 

① 新規炭素繊維前駆体化合物の開発 

② 炭化構造形成メカニズムの解明 

③ 炭素繊維の評価手法開発・標準化 

 

委託（Ｈ23～Ｈ25） 

産総研 

 

 

再委託（Ｈ23～Ｈ25） 

東京大学集中研 

東レ 帝人（東邦テ

ナックス） 

三菱 

レイヨン 

 

出向契約 

（知財協約を含む） 

推進委員会 

全体会議 

個別チーム研究会 

発明審査委員会 

知財WG 

参加企業連絡会 

会議の名称 頻度 

推進委員会 
  

６ヶ月に１回 

全体会議 月１回 

個別チーム研究会 月１回 

発明審査委員会 都度実施 

知財WG ２か月に一回 

参加企業連絡会 ３か月に１回 

研究開発実施体制図 事業の進捗管理 
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